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1. はじめに
　2011 年 3 月 11 日の東日本大震災を境に岩手沿
岸において人口の社会減が加速している。これは




















































































































































る給付の延長期間が 2012 年 6 月末までに切れた
人でみれば、就職率は 45.6%である。
　②雇用のミスマッチである。有効求人倍率（沿




















































































































































































































































































































































































3,000 円、団体・法人 1 口 10,000 円、学生（個
















































































































































ンタビュー（2013 年 1 月）によれば「さんりく
佂石わかもの塾」と呼ばれている。
● 2012 年 4 月に発足した。代表者（30 歳代）が
































● 2004 年 4 月にNPO法人に認証されている。













































2012 年 12 月の代表へのインタビューによれば、
写真 2　おらが大槌夢広場の事務所・復興食堂等
























● 2011 年 12 月に NPO法人に認証された。
●構成メンバーは 2012 年 4 月現在 16 名で、理事










が当面のメイン事業である。2011 年 5 月から薪








































3,000 円、3,000 円、団体 10,000 円、10,000 円、


















● 2001 年 7 月に町の有志により設立された。大
震災により理事 9名のうち 2名、準会員 3名が犠













害を受けたが、2011 年 8 月に有志 6 人（うち漁









♡おおつち」が 2012 年 8 月から月に 1回発行し
ている「大槌みらい新聞」の 2012 年 11 月 5 日付
（配信）では「『ワカメかりんとう』は震災前は年

















利用人数約 8,000 人、利用件数約 1,600 件、売上
額約 2,100 万円の実績であった。2006 年に 25 歳
で I ターンした若手の事務局長の存在が早くから





















































2012 年 3 月 8 日に元の場所近くにプレハブ店舗








































で個人 1口 1,000 円、団体 1口 10,000 円（NGO・
NPO法人、任意団体は 1,000 円）、賛助会員で個








100 人で、2012 年 9 月末までに約 36,000 枚が販
売された。三陸の和グルミプロジェクトも展開し
ており、東北で大量に採取される和グルミ（くる

































大型連休は 1日 400～500 人を見込む。」（岩手日
報 2012 年 4 月 24 日付）。会員の年会費は正会員
で個人 1口 10,000 円、団体 30,000 円、賛助会員









写真 5  三陸に仕事を ! プロジェクト実行委員会
の山田町事務所






手の生活情報紙「マ・シェリ」864 号、2012 年 7
月 13 日発行）。
　事務所が遠野市にある「大槌復興刺し子プロ
ジェクト実行委員会」は 2011 年 6 月から、NPO
法人テラ・ルネッサンス（京都）の支援を受けな
がら、刺し子を手掛けている。2012 年 8 月末ま

























































































































ていると言える。岩手日報 2012 年 10 月 14 日付
では「行政のキャッシュ・フォー・ワークとなる




























































総合系（多分野）☆ ☆ ☆ ☆
産業系 ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆
生活系 ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆
CBの
基準・条件
社会性 ◎ ○ ◎ ○ ◎ ○ ◎ ◎ ○ ◎ △ △ △ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○
事業性・継続性 △ ○ △ △ △ ○ △ ◎ ○ △ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ △ △ ○
革新性 ◎ ◎ △ ○ ○ ◎ △ ◎ ○ △ ◎ ◎ ◎ △ ○ ○ △ ○ ◎
事業規模（会計規模） 中 中 小 中 小 小 中 大 小 小 小 小 中 大 超大 超大
（注）事業分野は☆で、CBの基準・条件は◎、○、△で示している。事業規模は 2012 年の夏・秋を目安としている。
表 1　岩手における震災復興CBの類型



























































































けた 2011 年 7 月 27 日から 12 年 3 月 31 日までの

























































































































































　岩手日報 2012 年 8 月 28 日付では、岩手におい
て「東日本大震災の後、県内で設立を申請した
NPO法人はこの 1年半で 74（認証済みは66）を


































































手県復興計画によれば、2011 年 7 月 25 日現在、産業
被害（6,087 億円）のうち水産業・漁港被害 3,587 億
円、工業（製造業）被害 890 億円、商業（小売・卸売
業）被害 445 億円、観光業（宿泊施設）被害 326 億円
などとなっている。中小企業白書（2011）によれば、
岩手では水産加工場 178 のうち全壊 59、半壊 6 であ
る。岩手沿岸では津波浸水区域内の事業所数の割合は
64.9% で、宮城沿岸 46.3% に比して非常に高く、被
災程度がいかに大きいかがわかろう。
2） 岩手における 2011 年の常用雇用指数（5人以上規模
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業は 11 時から 15 時まで。月曜日を休業としていた。」
「時給は 500 円に設定されていた。」とし、「オープン

























の（個人）参加で 1人当たり 2,000 円あるいは団体料
金扱いでガイド1人当たり15,000円（15名程度まで）
である。陸前高田市観光物産協会の場合、3時間まで
1 人当たり一律 3,000 円で、1 時間超過ごとに 1,000
円である。宮古観光協会の場合、1時間までガイド 1













（日本経済新聞 2011 年 5 月 10 日付）
14） 岩手日報 2012 年 12 月 31 日付は岩手日報社が実施し
た県政世論調査（11 月 20 日～12 月 4 日）で、東日本
大震災の風化について全県で「感じる」「やや感じる」
が 84.1%、沿岸部でも 79.3% に及んだことを報じて
いる。
15） 筆者の 1人（桒田）も日本地方自治学会 2009 年度研











































組合研究』2009 年 2 月号）
・同（2011）「東日本大震災に伴う避難生活と集落自治の
可能性―市町村合併推進に対する疑問―」（『生活協同組







































































 ［2013 年 1 月 15 日脱稿］
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